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平成 16 年 3 月期　個別中間財務諸表の概要 平成 1 5 年 1 1 月 1 9 日

上 場 会 社 名 株式会社 十 六 銀 行 上 場 取 引 所 東 ・ 名 ・ 大
コ ー ド 番 号 8 3 5 6 本社所在都道府県 岐 阜 県
（URL h t t p : / / w w w . j u r o k u . c o . j p）
代 表 者 役職名 取締役頭取 氏 名 小 島 伸 夫
問 合 せ 先 責 任 者 役職名 取締役経営企画部長 氏 名 川 瀬 茂 己 ＴＥＬ（058）265－ 2111
決算取締役会開催日 平成 1 5年 1 1月 1 9日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日 平成 1 5年 1 2月 1 0日 単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000株）

１．平成 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
経 常 収 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％
平成15年9月中間期 4 4 , 2 6 5 1.1 1 0 , 1 1 9 －
平成14年9月中間期 4 3 , 7 8 9 △8.2 △3 4 , 7 7 8 －
平 成 1 5 年 3 月 期 8 6 , 1 8 6 △4 6 , 7 8 8

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
１ 株 当 た り
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円　　　銭
平成15年9月中間期 5 , 0 5 8 － 1 3 　 8 1
平成14年9月中間期 △2 1 , 4 1 2 － △ 5 8 　 3 9
平 成 1 5 年 3 月 期 △3 3 , 2 0 4 △ 9 0 　 5 7

（注）①期中平均株式数 平成15年9月中間期 366,327,098株 平成14年9月中間期 366,720,040株
平成15年3月期 366,603,528株

②会計処理の方法の変更　　無
③経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況
１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

平成15年9月中間期
円　　　銭

2 　 5 0 －
平成14年9月中間期 2 　 5 0 －

平成 1 5 年 3 月 期 －
円　　　銭

5 　 0 0

(3) 財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
１株当たり
株 主 資 本

単体自己資本比率
（ 国 内 基 準 ）

百万円 百万円 ％ 円　　銭 ％
平成15年9月中間期 3 , 8 3 5 , 6 1 5 1 6 9 , 6 6 4 4 . 4 4 6 3  2 0 8 . 7 7
平成14年9月中間期 3 , 8 7 6 , 5 7 6 1 7 7 , 0 4 6 4 . 6 4 8 2  8 5 （注）③ 9 . 8 3
平 成 1 5 年 3 月 期 3 , 9 1 0 , 3 9 8 1 5 9 , 9 9 5 4 . 1 4 3 6  7 1 （注）③ 9 . 6 0
（注）①期末発行済株式数 平成15年9月中間期 366,287,184株 平成14年9月中間期 366,667,214株

平成15年3月期 366,364,571株
②期末自己株式数 平成15年9月中間期 568,265株 平成14年9月中間期 188,235株

平成15年3月期 490,878株
③平成14年9月中間期、平成15年3月期の単体自己資本比率は、国際統一基準

２．平成 16年 3月期の業績予想（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日）
１株当たり年間配当金

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益
期 末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭
通 期 8 5 , 0 0 0 1 8 , 0 0 0 1 0 , 0 0 0 2　 5 0 5　 0 0

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　27円 30銭

※上記の業績予想の前提条件その他関連する事項については、当資料の 5 ページ及び別添の中間決算説明資
料 10ページを参照してください。
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中 間 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳 ）
（資産の部） （単位：百万円）

平成15年9月中間期
(平成15年9月30日現在)

平成14年9月中間期
(平成14年9月30日現在)

増 減
平 成 1 5 年 3 月 期
(平成15年3月31日現在)

増 減期　別
科　目

(A) (B) (A－B) (C) (A－C)

現 金 預 け 金 1 1 6 , 9 3 4 1 9 4 , 7 5 7 △77,823 2 7 4 , 7 3 8 △157,804

コ ー ル ロ ー ン 1 3 3 1 2 2 11 2 5 2 △119

買 入 手 形 4 0 , 0 0 0 2 5 , 0 0 0 15,000 － 40,000
買 入 金 銭 債 権 1 2 7 1 2 6 1 1 2 7 0
商 品 有 価 証 券 3 , 2 3 0 5 , 4 2 9 △2,199 2 , 3 9 5 835
金 銭 の 信 託 8 , 8 4 6 8 , 9 0 1 △55 8 , 9 3 6 △90

有 価 証 券 9 6 6 , 7 8 1 9 0 1 , 2 7 3 65,508 9 0 1 , 0 0 5 65,776
貸 出 金 2 , 5 7 2 , 5 2 9 2 , 6 4 7 , 7 0 9 △75,180 2 , 6 0 1 , 1 0 1 △28,572

外 国 為 替 3 , 8 0 5 3 , 7 3 1 74 3 , 5 1 4 291
そ の 他 資 産 3 3 , 4 7 1 1 9 , 7 6 9 13,702 2 1 , 3 9 4 12,077
動 産 不 動 産 7 6 , 2 9 0 7 9 , 5 2 7 △3,237 7 8 , 9 2 7 △2,637

繰 延 税 金 資 産 3 1 , 8 5 5 3 4 , 4 6 5 △2,610 3 8 , 9 4 4 △7,089

支 払 承 諾 見 返 5 9 , 2 9 0 6 1 , 7 6 1 △2,471 6 4 , 2 1 1 △4,921

貸 倒 引 当 金 △ 7 7 , 6 8 4 △ 1 0 5 , 9 9 8 28,314 △ 8 5 , 1 5 0 7,466

資産の部合計 3 , 8 3 5 , 6 1 5 3 , 8 7 6 , 5 7 6 △40,961 3 , 9 1 0 , 3 9 8 △74,783

（負債及び資本の部） （単位：百万円）
平成15年9月中間期
(平成15年9月30日現在)

平成14年9月中間期
(平成14年9月30日現在)

増 減
平 成 1 5 年 3 月 期
(平成15年3月31日現在)

増 減期　別
科　目

(A) (B) (A－B) (C) (A－C)

預 金 3 , 4 5 3 , 3 7 5 3 , 5 2 5 , 4 4 4 △72,069 3 , 5 4 3 , 8 3 0 △90,455

譲 渡 性 預 金 3 0 , 3 9 0 1 4 , 3 6 6 16,024 2 6 , 0 6 7 4,323
コ ー ル マ ネ ー 2 4 , 3 6 3 1 5 , 3 0 2 9,061 2 2 , 2 3 7 2,126
債券貸借取引受入担保金 2 7 , 0 4 2 1 0 , 7 6 6 16,276 2 0 , 4 5 5 6,587
借 用 金 3 0 , 1 1 1 3 0 , 1 6 6 △55 3 0 , 1 3 9 △28

外 国 為 替 5 2 3 3 5 8 165 3 6 6 157
そ の 他 負 債 1 5 , 4 8 1 1 4 , 9 6 0 521 1 7 , 2 4 5 △1,764

賞 与 引 当 金 1 , 2 1 3 1 , 4 9 8 △285 1 , 2 0 6 7
退 職 給 付 引 当 金 1 3 , 9 7 1 1 3 , 2 9 0 681 1 3 , 5 6 1 410
債 権 売 却 損 失 引 当 金 － 2 3 4 △234 － －
再評価に係る繰延税金負債 1 0 , 1 8 6 1 1 , 3 7 9 △1,193 1 1 , 0 8 0 △894

支 払 承 諾 5 9 , 2 9 0 6 1 , 7 6 1 △2,471 6 4 , 2 1 1 △4,921

負債の部合計 3 , 6 6 5 , 9 5 0 3 , 6 9 9 , 5 3 0 △33,580 3 , 7 5 0 , 4 0 2 △84,452

資 本 金 3 6 , 8 3 9 3 6 , 8 3 9 － 3 6 , 8 3 9 －
資 本 剰 余 金 2 5 , 3 6 7 2 5 , 3 6 6 1 2 5 , 3 6 6 1
資 本 準 備 金 2 5 , 3 6 6 2 5 , 3 6 6 － 2 5 , 3 6 6 －
そ の 他 資 本 剰 余 金 0 － 0 － 0
自 己 株 式 処 分 差 益 0 － 0 － 0

利 益 剰 余 金 6 8 , 7 1 4 7 6 , 0 2 4 △7,310 6 3 , 2 1 6 5,498
利 益 準 備 金 2 0 , 1 5 4 2 0 , 1 5 4 － 2 0 , 1 5 4 －
任 意 積 立 金 4 0 , 7 0 0 7 5 , 7 0 0 △35,000 7 5 , 7 0 0 △35,000
中間（当期）未処分利益
(△は中間(当期)未処理損失)

7 , 8 5 9 △ 1 9 , 8 3 0 27,689 △ 3 2 , 6 3 7 40,496

土 地 再 評 価 差 額 金 1 5 , 4 3 2 1 6 , 3 2 1 △889 1 6 , 7 8 8 △1,356

その他有価証券評価差額金 2 3 , 5 6 2 2 2 , 5 8 1 981 1 7 , 9 9 8 5,564
自 己 株 式 △ 2 5 1 △ 8 6 △165 △ 2 1 3 △38

資本の部合計 1 6 9 , 6 6 4 1 7 7 , 0 4 6 △7,382 1 5 9 , 9 9 5 9,669

負債及び資本の部合計 3 , 8 3 5 , 6 1 5 3 , 8 7 6 , 5 7 6 △40,961 3 , 9 1 0 , 3 9 8 △74,783



株式会社　十　六　銀　行

－ 22 －

中 間 損 益 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）
（単位：百万円）

平成 1 5年 9月中間期 平成 1 4年 9月中間期 平 成 1 5 年 3 月 期

(
平成15年4月 1日
平成15年9月30日

から
まで

) (
平成14年4月 1日
平成14年9月30日

から
まで

) 増 減 (
平成14年4月 1日
平成15年3月31日

から
まで

)
期　別

科　目
(A) (B) (A－B) (C)

経 常 収 益 4 4 , 2 6 5 4 3 , 7 8 9 476 8 6 , 1 8 6

資 金 運 用 収 益 3 4 , 9 7 6 3 6 , 4 2 1 △1,445 7 1 , 8 5 7

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 2 6 , 4 7 5 ) ( 2 7 , 5 8 4 ) ( △1,109 ) ( 5 4 , 7 1 5 )

( うち有価証券利息配当金) ( 8 , 4 4 2 ) ( 8 , 7 0 5 ) ( △263 ) ( 1 6 , 9 0 0 )

役 務 取 引 等 収 益 5 , 2 0 3 4 , 4 1 6 787 9 , 4 3 1

そ の 他 業 務 収 益 2 , 3 0 1 1 , 7 5 9 542 2 , 7 8 9

そ の 他 経 常 収 益 1 , 7 8 3 1 , 1 9 2 591 2 , 1 0 7

経 常 費 用 3 4 , 1 4 5 7 8 , 5 6 7 △44,422 1 3 2 , 9 7 4

資 金 調 達 費 用 1 , 6 1 4 2 , 7 4 3 △1,129 5 , 2 0 4

( う ち 預 金 利 息 ) ( 8 7 9 ) ( 1 , 6 1 4 ) ( △735 ) ( 2 , 8 2 5 )

役 務 取 引 等 費 用 1 , 7 9 7 1 , 6 2 0 177 3 , 3 4 0

そ の 他 業 務 費 用 8 5 0 6 0 3 247 1 , 1 7 7

営 業 経 費 2 3 , 6 0 5 2 4 , 9 7 3 △1,368 4 8 , 1 6 3

そ の 他 経 常 費 用 6 , 2 7 8 4 8 , 6 2 7 △42,349 7 5 , 0 8 7

経常利益 (△は経常損失 ) 1 0 , 1 1 9 △ 3 4 , 7 7 8 44,897 △ 4 6 , 7 8 8

特 別 利 益 0 0 0 9 1 3

特 別 損 失 2 , 4 9 2 1 , 1 4 7 1,345 2 , 3 7 0

税引前中間（当期）純利益
(△は税引前中間(当期)純損失)

7 , 6 2 8 △ 3 5 , 9 2 5 43,553 △ 4 8 , 2 4 5

法人税、住民税及び事業税 4 8 3 5 7 △309 3 7 5

法 人 税 等 調 整 額 2 , 5 2 1 △ 1 4 , 8 7 1 17,392 △ 1 5 , 4 1 6

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
(△は中間(当期)純損失 )

5 , 0 5 8 △ 2 1 , 4 1 2 26,470 △ 3 3 , 2 0 4

前 期 繰 越 利 益 1 , 4 4 6 1 , 8 0 9 △363 1 , 8 0 9

土地再評価差額金取崩額 1 , 3 5 5 △ 2 2 7 1,582 △ 3 2 6

中 間 配 当 額 － － － 9 1 6

中間（当期）未処分利益
(△は中間(当期)未処理損失)

7 , 8 5 9 △ 1 9 , 8 3 0 27,689 △ 3 2 , 6 3 7
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
〔平成15年9月中間期〕

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式につい

ては移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原

価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 動産不動産

動産不動産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ： 15年～50年

動産 ： 4年～20年

(2) ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5年）に基づく定額法により償却しており

ます。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に

相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実

績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債

権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除した残額を引き当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

(2) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計

期間に帰属する額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務

及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務 ： その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（3年）による定額法に

より損益処理

数理計算上の差異 ： 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（会計方針の変更）

外貨建取引等の会計処理につきましては、前事業年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25号。以下「業種別監査委員会報告第 25号」

という。）による経過措置を適用しておりましたが、当中間会計期間からは、「金融商品に係る会計基準」（企業会

計審議会）に基づき、資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う為替スワップ取引に
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ついては、時価評価を行い評価差額を損益処理しております。

この結果、従来、期間損益計算をしていた為替スワップ取引を時価評価し、正味の債権及び債務を中間貸借対照表

に計上するとともに、評価差額を中間損益計算書に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「その他資

産」は 164百万円、「その他負債」は 155百万円それぞれ増加し、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ 8百

万円増加しております。

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、前事業年度は業種別監査委員会報告第 25号の経過措

置を適用し、相殺のうえ「その他資産」中の金融派生商品若しくはその他の資産又は「その他負債」中の金融派生商

品若しくはその他の負債で純額表示しておりましたが、当中間会計期間からは「金融商品に係る会計基準」（企業会

計審議会）に基づき総額表示するとともに、「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」及び「その他負債」はそれぞれ

2,021百万円増加しております。

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

８．ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法は、一部の資産・負債について金利スワップの特例処理を行っております。

なお、前事業年度は、金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法として、「銀行業における

金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）

に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理

する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当中間会計期間において当該ヘッジ会計の適用を中止し、「金融商

品に係る会計基準」（企業会計審議会）に基づき、当中間会計期間に発生した評価差額を損益処理しております。

また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失 1,802

百万円については、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間に応じ、平成 15年度から 5年間

にわたって、「その他業務費用」中の金融派生商品費用として期間配分しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ 59百万円減少

しております。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等

は当中間会計期間の費用に計上しております。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

１．子会社の株式総額　　10百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第 2条第 8項に規定する子会社であります。

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 13,326百万円、延滞債権額は 106,559百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第 1項第 3号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は 992百万円であります。

なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3月以上遅延している貸出金で破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 54,234百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3ヵ月

以上延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 175,112百万円であります。

なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第 24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買

入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 63,027

百万円であります。
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７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券 57,624 百万円

担保資産に対応する債務

預金 48,223 百万円

債券貸借取引受入担保金 27,042 百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物・オプション取引証拠金等の代用として、有価証券 91,115百

万円及びその他資産 7百万円を差し入れております。

なお、動産不動産のうち保証金権利金は 2,757百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、1,065,956 百万円（総合口座取引に係る融資未実行残高 534,089 百万円を含む。）

であります。このうち原契約期間が 1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,052,072百万円あ

ります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債

権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求

するほか、契約後も定期的（半年毎）に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約

の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．動産不動産の減価償却累計額　52,480百万円

１０．動産不動産の圧縮記帳額　1,196百万円

（当中間会計期間圧縮記帳額　－百万円）

１１．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 30,000百万円が含

まれております。

１２．土地の再評価に関する法律（平成 10年 3月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　平成 10年 3月 31日

同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31日公布政令第 119号）第 2条第 4号に定める地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価格（路線価）に基づいて、奥行価格補正、時点修正、不整形補正等の

合理的な調整を行って算出しております。

（中間損益計算書関係）

１．減価償却実施額は下記のとおりであります。

建物・動産 1,101 百万円

その他 117 百万円

２．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 5,037 百万円、株式等償却 568 百万円及び第三者へ延滞債権等を売却し

たことによる損失 401百万円を含んでおります。

３．特別損失には、当行の自己査定基準に基づく所有不動産の償却額 2,209百万円を含んでおります。

有　価　証　券（子会社株式関係）

子会社株式で時価のあるもの

平成15年9月中間期、平成14年9月中間期及び平成15年3月期ともに該当ありません。


